
会議室５にて無料相談を実施

自宅　宗像市

困ったことは
何でも

ご相談下さい。

遺言、相続、離婚、その他お困りごと

宗像ユリックス 受付 13時～16時

行政書士合同事務所ロイテック 行政書士 伊藤弘幸

事務所　古賀市中央1-1-50

☎ 092-692-1151
携帯 090-7980-1240

7/6（金）・7/20（金）・8/7（火）

相談は 17 時まで
予約不要・先着順
お気軽にどうぞ

平成30年7月1日号 むなかたタウンプレス ❹期＝日時、開催日、期間  所＝場所  対＝対象  定＝定員  料＝料金、費用  託＝託児  〆＝申込締切日
申＝申込先  問＝問い合わせ先  ☎＝電話  Ｆ＝ファックス  ＝メール  HP＝ホームページ  FB＝フェイスブック

（広告）

　

介
護
保
険
料
は
、介
護
保
険
事
業
計

画
の
策
定
に
合
わ
せ
て
3
年
ご
と
に
見

直
し
て
い
ま
す
。
平
成
30
年
度
か
ら
32

年
度（
第
7
期
）の
介
護
保
険
料
基
準
額

は
月
額
５
４
０
０
円（
福
岡
県
平
均
５

９
９
６
円
）で
す
。

問
介
護
保
険
課
介
護
保
険
係

☎（
36
）４
８
７
７

　

介
護
保
険
料
の
額
は
平
成
29
年
中

（
平
成
29
年
１
月
～
12
月
）
の
本
人
の

所
得
状
況
や
世
帯
の
住
民
税
課
税
状
況

に
応
じ
て
14
段
階
に
分
か
れ
て
い
ま

す
。
介
護
保
険
料
の
判
定
基
準
や
計
算

方
法
な
ど
は
、納
入（
決
定
）通
知
書
に

記
載
し
て
い
ま
す
の
で
確
認
し
て
く
だ

さ
い
。

●
納
入
方
法
＝
平
成
30
年
度
の
保
険
料

を
、９
回
の
納
期
に
分
け
て
納
入
し

ま
す
。
最
寄
り
の
金
融
機
関
や
郵
便

局
、コ
ン
ビ
ニ
な
ど
で
納
め
て
く
だ

さ
い

＊
便
利
な
口
座
振
替
を
利
用
し
て
く
だ

さ
い
。
詳
細
は
問
い
合
わ
せ
を

●
納
入
方
法
＝
保
険
料
の
年
額
を
、年

金
の
定
期
支
払
時（
年
６
回
）に
分
け

て
天
引
き
し
ま
す

＊
法
律
で
徴
収
方
法
が
決
め
ら
れ
て
い

る
た
め
、納
入
方
法
を
普
通
徴
収
に

変
更
す
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん

　
介
護
保
険
料
納
入 （
決
定
） 通
知
書
を

７
月
中
旬
に
送
付

65
歳
以
上
の
第
１
号
被
保
険
者
の
み
な
さ
ん
へ

 介護保険制度が改正されます

問介護保険課介護保険係 ☎（36）4877

　貸与を行う業者によって差がある貸与価格の見直しを行い、

利用者が適正な価格でサービスを受けられるようになります。

▶機能や価格帯が異なる複数の選択肢を利用者に提示（＊１）

▶国が公表する商品ごとの全国平均の貸与価格と、業者の設定価格の 

　両方を提示して利用者に説明（＊２）

▶商品ごとに貸与価格の上限が設定され（＊２）上限額を超えた場合は

　保険給付対象外となる

（＊１）平成30 年4 月から（＊２）同年10 月から

福祉用具貸与価格を見直します

65歳以上の所得が高い人は
介護保険サービスの自己負担が３割になります

　介護保険サービスの自己負担が２割の人のうち、一定以上の所得が

ある人が対象です（平成30 年８月から。下図参照）。

後期高齢者医療保険加入者

平成30年度の
後期高齢者医療保険料が決定
　平成29 年中の所得が確定したことに伴

い、同30 年度の保険料が決まりました。７

月中旬に、被保険者（加入者）のみなさんへ「平

成30 年度後期高齢者医療保険料額決定通知

書」を郵送します。

問国保医療課後期高齢者医療係☎（36）1348

【保険料の計算方法】

被保険者
均等割額 所得割額

56,085 円

所得割率 10.83％

保
険
料

総所得金額等
－33万円

（基礎控除額）
×

＋＝

▶総所得金額等とは、前年中の ｢公的年金等

収入－公的年金等控除｣ ｢給与収入－給与

所得控除｣ ｢事業収入－必要経費｣ などの

合計額で、各種所得控除前の金額です。総

所得金額等が33万円以下の場合は、所得

割額はかかりません

▶保険料は県内どの地域でも同じ基準で算

定されます

▶保険料は加入者一人一人にかかります。

保険料率（被保険者均等割額、所得割率）

は、２年ごとに見直されることとなって

いて、平成30年度に改定されています

▶均等割額の軽減

　（世帯の所得に応じて軽減）

▶被用者保険の被扶養者であった人の軽減

＊詳細は通知書に同封のパンフレットで確

認を

■保険料の軽減

■保険料の決まり方
　保険料は、被保険者全員が負担する「被保険

者均等割額」と被保険者の所得に応じて負担

する「所得割額」の合計になります。保険料

は、年額62 万円が上限です。

本人の合計所得金額が

160万円以上、 220万円未満

いいえ

いいえ

い
い
え

はい はい
３割負担

（平成30年８月から）
２割負担 １割負担

220万円以上

＊40〜64歳の人は所得に 
　かかわらず１割負担です自己負担割合の判定基準

160万円未満

はい 65歳以上で本人が市区町村民税課税

年金収入＋その他の
合計所得金額が

▶単身で280万円以上
▶65歳以上の人が２人以上
　いる世帯で346万円以上

年金収入＋その他の
合計所得金額が

▶単身で340万円以上
▶65歳以上の人が２人以上
　いる世帯で463万円以上

　

介
護
保
険
事
業
の
運
営
や
事
業

計
画
の
策
定
に
意
見
や
助
言
を
す

る
協
議
会
の
市
民
委
員
を
追
加
募

集
し
ま
す
。
〆
７
月
20
日（
金
）

介
護
保
険
運
営
協
議
会
委
員
募
集

平
成
30
年
度
か
ら
月
額

５
４
０
０
円（
基
準
額
）へ

特
別
徴
収

（
年
金
天
引
き
）の
場
合

普
通
徴
収

（
納
付
書
・
口
座
振
替
）の
場
合


